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１ 合併特例法期限後（平成１７年４月１日以降）の合併促進の流れ ＜資料１＞ 
 
  (1) 財政支援措置について 
 
  ・合併特例債（地方債）と合併算定替（地方交付税）の経過措置 
 
  ・新しい法律における支援措置 
 
  (2) 合併後の住民自治について 
 
  ・地域審議会 
 
  ・地域自治組織 
 
 (3) 事務配分特例方式について（参考） 
 
 
２ 地域自治組織の制度比較 ＜資料２＞ 
 
  (1) 地域審議会について 
 
 (2) 地域自治組織（行政区的なタイプ）について 
 
 (3) 地域自治組織（特別地方公共団体とするタイプ）について 
 
 



合併特例法期限後（平成１７年４月１日以降）の合併促進の流れ【中間報告】資料１

平成１７年４月１日

合 併 特 例 法 新 し い 法 律

財 合併特例債(地方債) ※合併特例法の延長はなし
政 合併に関する障害を除去するための特例が中心
支 ＜経過規定（財政支援措置）＞
援 合併算定替の期間の 平成１７年３月３１日までに 障害除去のための何らかの措置は考えられる
措 延長(交付税) 関係市町村が当該市町村議会の議決を経て ものの、現行の合併特例法のような手厚いもの
置 知事への合併の申請を終えたものは にはならないと想定

など 合併特例法の財政支援措置適用

【地域審議会】 【地域自治組織】
○地域の実情に応じて設置 ○自主的な判断による設置 ○知事の決定による設置

合
(例) Ａ 市 (例) Ａ 市 (例) Ｄ 市

併
ａ市 ａ市 ｄ市 （自主的判断）

後 平成１７年４月
ｂ町 ｂ地域審議会 ｂ町 ｂ地域自治組織 以降、一定期間 ｅ町 （自主的判断） ｅ地域自治組織

の 経過した後
ｃ村 ｃ地域審議会 ｃ村 ｃ地域自治組織 ｆ村 （自主的判断） ｆ地域自治組織

住

地理的条件や財政的条件等
民 ※合併前の全団体で地域 ※合併前の全団体が地域自治組織を

により協議が整わず合併審議会を設置すること 設置し、包括的な基礎的自治体を
できない市町村

自 も可能 形成することも可能
※知事も、一定の場合に、小規模な ｇ村 （知事の決定） ｇ地域自治組織

治 市町村等を対象として、地域自治
組織の設置による包括的な基礎的
自治体を形成すべきことを勧告

自主的合併や知事の決定による合併が 【事務配分特例方式】
特 できず、基礎的自治体としての十分な 北 海 道 ※制度として引き続き検討
例 自治体経営の基盤を備えない市町村 ・特例的団体は、法令に義務づけ
方 のない自治事務及び法令に義務
式 ｈ村 ＜組織機構の簡素化＞ 「特例的団体」としてのｈ村 付けられた事務の一部のみ処理

・道は、上記以外の事務を処理

市町村が自ら道へ申請し、知事が関係市町村の意見を
聴き、道議会の議決を経て、決定しうる仕組みを検討



地 域 自 治 組 織 の 制 度 比 較 【中間報告】資料２

名 称 地 域 自 治 組 織
地 域 審 議 会

区 分 行 政 区 的 な タ イ プ 特別地方公共団体とするタイプ

根拠となる法律 ○合併特例法（平成１７年３月３１日まで） ○新しい法律を制定（平成１７年４月１日以降適用）

組織の性格 ○法人格なし～合併市町村の付属機関 ○法人格なし～基礎的自治体（合併市町村） ○法人格あり～基礎的自治体（合併市町村）
（法人格） の組織の一部 の補助機関の地位を兼ねる

ことができる
○法人格を有するため、設置に当たっては
知事の関与（設置の認可など）を検討

事 務 等 の ○具体の任務は合併関係市町村の協議による ○基礎的自治体（合併市町村）の組織の一部 ○基礎的自治体（合併市町村）の事務で法令
考 え 方 ＜一般的な例示（想定事項）＞ として事務を分掌 により処理が義務づけられていないものの

・市町村建設計画の変更等について、合併市 うち、当該地域自治組織の区域に係る地域
町村の長の諮問に応じて意見を述べること 共同的な事務を処理

・市町村建設計画の執行状況などについて、 ○法令により基礎的自治体（合併市町村）が
必要に応じ合併市町村の長に意見を述べる 処理することが義務づけられている事務を
こと 処理することも検討

機 関 地 域 審 議 会 長 執 行 機 関
○構成員の定数、任期、任免などの組織や ○基礎的自治体の長（合併市町村長）が選任 ○議決機関の互選又は基礎的自治体の長
運営に関する事項は、合併関係市町村の ○選任には、地域審議会の意見聴取や基礎的 （合併市町村長）による選任等とすること
協議によって決定 自治体（合併市町村）の議会の同意も検討 を検討

○合併関係市町村の協議によって定められた
一定の期間に限り設置されるものであり、 地 域 審 議 会 議 決 機 関
市町村建設計画の期間（５～１０年）も ○地域自治組織の諮問機関（付属機関） ○構成員は公選とし、住民総会による選出を
考慮されることが適当 ○委員は公選又は住民総会による選出も検討 可能とすることも検討

事 務 局 事 務 局
○事務局を置くことができる ○事務局を置くことができる

○職員は基礎的自治体（合併市町村）からの
派遣又は兼務を原則（臨時職員の採用可）

財 源 ○なし ○基礎的自治体（合併市町村）の組織の一部 ○原則として、基礎的自治体（合併市町村）
（地域審議会はあくまで諮問機関であり、 として予算措置？ からの移転財源による
直接事務を執行することはないため） ・課税権と地方債の発行権限は認めない

・地方交付税は基礎的自治体について算定･交付
○上記の移転財源見合いの事務以外の事務を
実施する場合、何らかの住民負担を求める
ことができることを検討


